
平成25年度 PPP（官民連携）/PFI推進のための案件募集について
本募集は、平成25年度予算の成立を前提に行うものであり、国会における予算審議の状況によっては、調査・検討及び助成事業の内容
等を変更する場合があります。

国土交通省では、従来のPFI制度に基づく事業を拡大するとともに、新たなPPP/PFI制度の構築と具体的な案件形成を推進します。

このため、検討課題を有する具体的な案件を題材として、新たな官民連携事業の導入等を目的とした調査・検討や、官民連携事

案件募集の目的

等を変更する場合があります。

このため、検討課題を有する具体的な案件を題材として、新たな官民連携事業の導入等を目的とした調査 検討や、官民連携事
業導入の検討に要する地方公共団体等の調査委託費への助成を平成23年度より実施しています。
平成25年度においても調査・検討及び助成を実施するにあたり、順次、以下の調査・支援事業として案件の募集を行います。

１．官民連携事業の推進に関する検討調査 ＜募集時期＞ 【１次】平成25年3月5日～4月19日 【２次】 7～8月頃（予定）（注）
＜募集対象＞ 地方公共団体等 民間事業者

官民連携事業 推進 関する検討調査

新たな官民連携事業の導入にあたって検討課題を有する具体的な案件を広く募集し、それらを題材として国土交
通省が調査・検討を行うことで、新たな官民連携事業の普及促進を図ります。（国土交通省による調査実施）

対象となる案件は、以下の6類型のいずれかに該当する官民連携事業を検討するものとします（別添資料１参照）。

＜募集対象＞ 地方公共団体等・民間事業者

２．先導的官民連携支援事業

Ⅰ 公共施設等運営事業型、Ⅱ 官民連携インフラファンド活用型、Ⅲ エリア開発推進型、 Ⅳ 包括マネジメント型、
Ⅴ 付帯事業活用型、Ⅵ その他の先導的事業

＜募集時期＞ 【１次】平成25年3月5日～4月19日 【２次】7～8月頃（予定）（注）
＜募集対象＞ 地方公共団体等先導的官民連携支援事業

地方公共団体等に対し、官民連携事業導入の検討に要する調査委託費を助成することにより、先導的な官民連
携事業の事例となる案件の形成を推進します。（地方公共団体等による調査実施への補助）

対象となる案件は、上記１．と同様です。

＜募集対象＞ 地方公共団体等

震災復興において官民連携事業を実施しようとする地方公共団体等に対し、官民連携事業導入の検討に要する
調査委託費を助成することにより 震災復興における官民連携事業の案件形成を促進します （地方公共団体等に

３．震災復興官民連携支援事業
＜募集時期＞ 平成25年3月5日～4月19日
＜募集対象＞ 東日本大震災復興特別区域法の対象区域内の地方公共団体等

調査委託費を助成することにより、震災復興における官民連携事業の案件形成を促進します。（地方公共団体等に
よる調査実施への補助）

（注）１．及び２．については、３月の第１次の案件募集、選定等の後、追加として７～８月頃に第２次の案件募集、選定等を行う予定としています。


